
�愛媛県告示第１０３８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

新居浜市下泉土地改良区から次のとおり役員が退任した旨の届出が

あった。

平成２６年９月９日

愛媛県東予地方局長 渡 瀬 賢 治

退 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 澤 田 眞 生 新居浜市下泉町一丁目６番２２号

�愛媛県告示第１０３９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

西条市周布開田土地改良区から次のとおり役員が退任した旨の届出

があった。

平成２６年９月９日

愛媛県東予地方局長 渡 瀬 賢 治

退 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 青 野 充 則 西条市吉田１４７番地

��������������
�愛媛県告示第１０４０号
次のとおり落札者を決定した。

平成２６年９月９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０４１号
次のとおり落札者を決定した。

平成２６年９月９日

愛媛県知事 中 村 時 広

発 行 愛 媛 県
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この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

初動捜査支援システム一式の購入
愛媛県警察本部警
務部会計課
愛媛県松山市南堀
端町２番地２

平成２６年７月２５日
株式会社日立製作所四
国支社
香川県高松市中央町５
番３１号

３１，１０４，０００円 一般競争入札 平成２６年６月１３日

告 示

毎週（火・金）曜日発行 第２６０４号 平成２６年９月９日

平成２６年９月９日火曜日 第２６０４号
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�愛媛県告示第１０４２号
次のとおり落札者を決定した。

平成２６年９月９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２６年９月９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�公 告

砂利採取業務主任者試験の実施について

砂利採取法（昭和４３年法律第７４号）第１５条第１項の規定に基づき、

平成２６年度砂利採取業務主任者試験を次のとおり実施する。

平成２６年９月９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 試験の場所

松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県庁会議室（第一別館１１階会議室）

２ 試験の日時

平成２６年１１月１４日（金）１０時

３ 受験願書の提出期間

平成２６年１０月８日（水）から１７日（金）まで。ただし、郵送に

よる場合は、同日までの消印のあるものは、受け付ける。

４ 受験願書の請求先及び提出先

愛媛県土木部管理局土木管理課又は住所地を管轄する地方局建

設部若しくは土木事務所

�������
�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２６年９月９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

ガスクロマトグラフ飛行時間型質量分析装置の購入

� 購入物品名及び数量

ガスクロマトグラフ飛行時間型質量分析装置一式

（使用に当たり必要な運搬、搬入、設置、調整、説明等一式

を含む。）

� 購入物品の内容等

入札説明書等による。

� 納入期限

平成２７年２月２７日（金）

� 納入場所

愛媛県産業技術研究所紙産業技術センター

（所在地：四国中央市妻鳥町乙１２７）

� 入札方法

ア 入札は、原則として愛媛県電子入札システムを利用して行

うこととするが、愛媛県電子入札システムの利用者登録を行っ

ていない入札参加資格者が応札する場合には、紙入札を行う

ことができる。

イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

申請受付機及びＩＣ免許証読取機１
式の借入れ

愛媛県警察本部警
務部会計課
愛媛県松山市南堀
端町２番地２

平成２６年８月６日
四国通建株式会社
愛媛県今治市南大門町
一丁目１番地の１５

月額
２，１８５，４８８円 一般競争入札 平成２６年６月２７日

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

暗証番号発行機及びＩＣ免許証確認
機１式の借入れ

愛媛県警察本部警
務部会計課
愛媛県松山市南堀
端町２番地２

平成２６年８月６日
四国通建株式会社
愛媛県今治市南大門町
一丁目１番地の１５

月額
１，３９５，７９２円 一般競争入札 平成２６年６月２７日

公 告

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２６年８月２７日
特定非営利活動法人
松山大学学生地域創造研究所Ｍ
ｕｓｅ

内 藤 菜々栄 松山市文京町４番地２ 松山大学
温山会館内

この法人は、不特定多数の人々に対して、まち
づくり支援やエコ活動の推進及び、遍路文化に
関わる活動等の事業を行い、学生が地域に密着
し、まちの活性化をめざすことを目的とする。
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るかを問わず、見積もった契約金額の１０８分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成２６・２７・２８年度の製造の請負等に係る

一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業者で、次の

事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 納入期間中に適正かつ確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� ４の�に掲げる提出期限の日から落札者の決定の日までの間
に、知事が行う入札参加資格停止の期間中にない者であること。

� 修理、点検、保守その他アフターサービスを長期にわたり円

滑に実施できる者であること。

� 緊急時に速やかに対応できるものであること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県出納局会計課用品調達係

〒７９０－８５７０ 愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話（０８９）９１２－２１５６

� 入札書の受領期間

電子入札による場合は、平成２６年１０月２３日（木）の午前９時

から同月２４日（金）午前９時５９分まで

紙入札による場合は、平成２６年１０月２４日（金）午前９時５９分

まで

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２６年１０月２４日（金）午前１０時００分

愛媛県総務部入札室 本館２階

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類等を、入札説明書等に基

づき次の期限までに提出しなければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

提出期限：平成２６年１０月１７日（金）午後５時００分

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 契約保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１５２条から

第１５４条までの規定による。

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行っ

たものを落札者とする。

� その他

ア 入札書の提出方法

電子入札による場合は、電子入札システムにより入札金額

及び電子くじ入力番号を入力のうえ、提出すること。

紙入札による場合は、入札書を直接または郵便（書留郵便に

限る。）により提出すること。

イ 詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be qurchased：

One gas chromatograph / time-of-flight mass spectrometer

� Time limit of tender：９：５９ a.m. ２４ October ２０１４

� For further information，please contact：Suppl ies

Procurement Section，Accounting Division，Treasury

Bureau，Ehime Prefectural Government，４‐４‐２ Ichibancho，

Matsuyama，Ehime７９０‐８５７０ Japan

TEL０８９‐９１２‐２１５６

�公表第１４号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２６年９月９日

愛媛県監査委員 佐 伯 滿 孝

同 戒 能 潤之介

同 徳 永 繁 樹

同 山之内 芳 夫

監 査 公 表

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

循 環 型 社 会 推 進 課 平成２５年８月５日

（監査の結果）

収入未済の代執行費用徴収金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備考

１７年度 ６者 ５７，３９３，１８３ 平成２４年度決
算による

（措置の内容）

代執行費用については、責任があると認められる者に対して請求を

行い、資力のある者からの回収に努めてきたところであるが、平成２６

年２月末日現在における収入未済額は５７，３９３，１８３円となっている。

ついては、代執行費用の４分の３の助成を受けている公益財団法人

産業廃棄物処理事業振興財団と協議するとともに、愛媛県債権管理推

進連絡会議での検討結果を踏まえ、適切な措置を講じていくこととし

ている。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

保 健 福 祉 課 平成２５年８月３０日

愛 媛 県 報平成２６年９月９日 第２６０４号
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（監査の結果）

１ 生活安定資金貸付金償還金について、収入未済額の縮減に、引き続

き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２４年度 ０ ４８，２５０，５００ ４８，２５０，５００

金額は各年度
の決算による２３年度 ０ ４８，４８３，８８０ ４８，４８３，８８０

差引増減 ０ △２３３，３８０ △２３３，３８０

２ 収入未済の低所得世帯子弟就学奨励補助金返納金について、適切に

債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備考

１１年度 １者 ２３，０００ 平成２４年度決
算による

（措置の内容）

１ 未収入金の収入確保については、市町に対し、借受人や連帯保証人

へ連絡を行い、生活状態などの確認や償還督励を実施し、また、行方

不明者についても追跡調査を行うよう要請している。

その結果、平成２５年度中に１５１，９５０円を回収し、平成２５年度末には、

前年度より債務者数で３名減の５５２名、収入未済額で１５１，９５０円減の

４８，０９８，５５０円となっている。

今後とも借受人等の生活状況に応じた適切な償還指導により、債権

の整理に努めたい。

２ 低所得世帯子弟就学奨励補助金返納金は、受給者が給付規則に反し

て他の修学資金を受給していたため、支給決定時に遡って取り消した

ことにより発生したものであり、平成２４年度末までに、６０，０００円を返

納し、収入未済額は２３，０００円となっていたが、平成２５年度も引き続き

返納指導を行った結果、平成２５年６月までに計２３，０００円の納付があり

完納となった。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

子 育 て 支 援 課 平成２５年８月２１日

（監査の結果）

１ 児童扶養手当返還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の

縮減に、一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２４年度 ３３３，０８０ ２，２３９，３９０ ２，５７２，４７０

金額は各年度
の決算による２３年度 １２５，１６０ ２，３１７，６７０ ２，４４２，８３０

差引増減 ２０７，９２０ △７８，２８０ １２９，６４０

２ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子・寡婦福祉資金貸付金償還

金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、一層努め

られたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２４年度 １７，１２５，３５１ ２１０，５１８，５４６ ２２７，６４３，８９７

金額は各年度
の決算による２３年度 １８，８８５，４２７ １９５，３２３，８０９ ２１４，２０９，２３６

差引増減 △１，７６０，０７６ １５，１９４，７３７ １３，４３４，６６１

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２４年度 ８９５，６５３ １９，９７８，４７５ ２０，８７４，１２８

金額は各年度
の決算による２３年度 ８９５，８５４ １９，７８０，４２１ ２０，６７６，２７５

差引増減 △２０１ １９８，０５４ １９７，８５３

（措置の内容）

１ 児童扶養手当返還金については、督促状及び催告書の送付など納入

指導に努め、一括納付が困難な債務者に対しては履行延期の特約を行

い、分割納付の推進により順次回収を行った結果、平成２４年度収入未

済額２，５７２，４７０円のうち、２５５，１６０円を回収した。また、消滅時効の完

成により１６６，８８０円を不納欠損処理した。

しかし、平成２５年度において返還金４１，４３０円が新たに発生し、この

新たな債務者に対しても債務の通知を行うなど納入指導に努めたが、

平成２６年５月末時点で未納となっている。

この結果、平成２５年度の収入未済額は２，１９１，８６０円となっており、

引き続き市町を通じた納入指導や電話による督促などに努めることと

している。

返還金は、主に受給者の受給資格に関する届出遅延により発生して

いることから、市町に対して受給者に対する現況届や資格喪失届の提

出指導、関係部門との連携及び関係公簿等の確認について周知徹底を

図り、発生の未然防止に努めたい。

２ 母子寡婦福祉資金特別会計における貸付金償還金については、資金

の貸付申請時において母子自立支援員による制度の十分な説明と適正

な償還計画の指導を行うとともに、償還開始直前には、必要に応じて

借受者に償還が始まる旨を連絡するなど、適期収入に努めた。

滞納となった者については、資金の貸付の段階から本人への相談・

指導にあたっている県下の母子自立支援員全員の協力を得ながら、督

促状の送付、滞納状況に関する通知及び本人又は保証人への電話・訪

問を行うなど、償還指導に努めた。

さらに、平成２５年度には、償還期間が終了しているにもかかわらず、

いまだ償還金を滞納している本庁所管分の３３９件（未納額９６，９７１，９４３

円）について、一斉に催告書を発出し、収入未済額の減少に努めた。

これらの結果、前年度からの滞納繰越分２４８，５１８，０２５円のうち、３，０５２，６３９

円が平成２５年度内に納入されたが、平成２５年度償還分１６，１１２，９００円が

未収となったことから、平成２５年度末の収入未済額は２６１，５７８，２８６円

となっており、引き続き収入確保と滞納繰越額の縮減に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

労 政 雇 用 課 平成２５年８月８日

（監査の結果）

収入未済の地域改善対策職業訓練受講資金等貸付金償還金について、

適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１４年度～１８年度 ２者 ５２，２００ 平成２４年度決
算による

（措置の内容）

未償還の２名及び連帯保証人に対して、文書、電話による催告を行っ

た結果、債務者１名については、平成２５年５月３１日に未償還額８，７００

円全額が償還となった。

もう１名の債務者については、未償還金４３，５００円のうち、８，７００円

が納入された。今後とも催告を継続し、早期完納に向け努力してまい

りたい。
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監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

林 業 政 策 課 平成２５年８月２９日

（監査の結果）

１ 林業改善資金特別会計における林業改善資金貸付金償還金について、

納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２４年度 １３，０７１，０００ ４３，８３９，９４７ ５６，９１０，９４７

金額は各年度
の決算による２３年度 ９，３８４，０００ ３７，７２３，２９７ ４７，１０７，２９７

差引増減 ３，６８７，０００ ６，１１６，６５０ ９，８０３，６５０

２ 林業改善資金特別会計における収入未済の違約金（貸付金償還金に

伴うもの。）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１５年度～１６年度及
び１９年度～２１年度 ４者 １，５８３，７４８ 平成２４年度決

算による

（措置の内容）

１ 林業改善資金貸付金償還金については、近年、林業・木材産業を取

り巻く経営環境が厳しさを増す中、法人の解散による事業の廃止等に

より平成２４年度末で９件５６，９１０，９４７円（件数は債務者数）の未収金が

生じており、債務者の資力等に応じた償還の指導に努めた結果、平成

２５年度中に５，１９３，０００円が償還され、平成２６年５月末現在の滞納繰越

に係る収入未済額は５１，７１７，９４７円となったが、平成２５年度に新たに１

件８，０００，０００円の未収金が発生したことから、平成２６年５月末現在の

収入未済額の総額は、５９，７１７，９４７円となっている。

今後とも、適正な償還指導を行い、未収金の早期収入に努めたい。

２ 法人の解散による事業の廃止等により生じた貸付金償還金に係る違

約金については、平成２４年度末で４件１，５８３，７４８円（件数は実債務者

数）の未収金が生じており、いずれも返済資力がなく回収が困難な状

況であるが、債務者の資力等を考慮し、分割による納入や貸付金償還

金完済後の納入を指導しているところである。

平成２５年度に新たに１件７０，０００円の未収金が発生したことから、平

成２６年５月末現在の収入未済額の総額は１，６５３，７４８円となっている。

今後とも、違約金に係る適正な債権管理に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

森 林 整 備 課 平成２５年８月２９日

（監査の結果）

県有林経営事業特別会計については、昭和５９年度以降歳入不足額が

生じ、毎年度繰上充用の措置が講じられているところであるが、平

成２４年度末の歳入不足額は ２２億８，８５６万円と前年度より３，３９２万円

増加しており、さらに、平成２４年度の木材価格は県営林経営改善計

画策定当時（平成１１年度）の６割以下まで下落していることから、

今後の健全な経営に向けてより一層の努力が望まれる。

（措置の内容）

県営林の経営については、平成１２年２月に策定した県営林経営改善

計画「県営林経営の新たな改善方向（Ｈ１２～７６）」に基づき早期財

政健全化などに取り組んでいる。

平成２５年度においても、従来から行っている国庫補助事業の導入に

よる育林経費の負担軽減に加え、企業の森づくり活動などを活用し、

育林経費（特別会計）の支出を伴わない県営林の整備に努めており、

今後も可能な限りの収支改善を行い、健全な経営に向けて鋭意努力

をしてまいりたい。

また、経営改善計画策定当時（平成１１年度）の６割程度まで下落し

た木材価格など、県営林経営を取り巻く環境が大きく変化している

ことを受け、平成２５年度を目途に計画の見直しを行ってきたが、抜

本的な改善策を得るに至らず、検討期間を１年延長した。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

漁 政 課 平成２５年８月２８日

（監査の結果）

１ 沿岸漁業改善資金特別会計における沿岸漁業改善資金貸付金償還金

について、収入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２４年度 ０ ２，３８５，０００ ２，３８５，０００

金額は各年度
の決算による２３年度 １，０００，０００ １，４００，０００ ２，４００，０００

差引増減 △１，０００，０００ ９８５，０００ △１５，０００

２ 沿岸漁業改善資金特別会計における収入未済の違約金（貸付金償還

金に伴うもの。）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備考

２２年度 １者 ９６９，５１７ 平成２４年度決
算による

（措置の内容）

１ 沿岸漁業改善資金貸付金償還金については、厳しい漁業経営などを

強いられる中、平成２４年度末で２名分２，３８５，０００円の６か月を超える

長期延滞が生じており、定期的に本人と面談して、分割による償還を

指導している。

その結果、うち１名からは平成２５年７月及び１０月に計８７，０００円、残

る１名からも平成２５年４月及び１０月に計３０，０００円を収入した。今後と

も、適正な償還指導を行い、未収金の早期収入に努めたい。

２ 違約金については、平成２４年度末で１名分９６９，５１７円の６か月を超

える長期延滞が生じており、定期的に本人に面談し、違約金の早期納

入を指導している。当面は、償還金（元本）の縮減を優先しているが、

早期に違約金の支払が可能となるよう、適正な納入指導を継続するこ

ととしている。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局 総 務 企 画 部 平成２５年７月９日

（監査の結果）

県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続

き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２４年度 ３３５，７０１，８３７ ８６４，４１３，００９ １，２００，１１４，８４６

金額は各年度
の決算による２３年度 ４６８，４５５，７１２ ９９３，８９３，８６１ １，４６２，３４９，５７３

差引増減 △１３２，７５３，８７５△１２９，４８０，８５２△２６２，２３４，７２７

（措置の内容）

滞納となったものについては、愛媛県徴収確保対策本部において、

滞納整理方針及び数値目標を策定して計画的な滞納整理に努めると

ともに、滞納整理強化月間の設定、差押えの早期着手と換価処分の

促進などを実施し、滞納整理に努力した結果、平成２５年度に繰り越

した未収入金１，２００，１１４，８４６円が、平成２６年３月３１日現在で６９２，６０８，１４３

円に減少した。
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平成２５年度現年課税分については、「自動車税納期内納付キャンペ

ーン」（街頭啓発活動等）や、口座振替の推進、納税貯蓄組合の指

導、広報による啓発などにより納期内自主納税の促進に努めたが、

平成２６年５月３１日時点の未収入金は３１２，６７２，２１０円となった。

今後とも、納税秩序を確立し、税収の確保を図るため、県税の納期

限内の収入確保とともに、滞納繰越分の整理に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局 健 康 福 祉 環 境 部 平成２５年７月９日

（監査の結果）

１ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２４年度 ２４，０００ ２９０，５０５ ３１４，５０５

金額は各年度
の決算による２３年度 ６４，４８５ ２３６，０２０ ３００，５０５

差引増減 △４０，４８５ ５４，４８５ １４，０００

２ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子・寡婦福祉資金貸付金償還

金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、より一層

努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２４年度 ９，５４２，７４４ １７，６４９，０６９ ２７，１９１，８１３

金額は各年度
の決算による２３年度 ６，７６３，５４６ １３，７２８，０７４ ２０，４９１，６２０

差引増減 ２，７７９，１９８ ３，９２０，９９５ ６，７００，１９３

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２４年度 ２７２，５１６ １，１５１，１４０ １，４２３，６５６

金額は各年度
の決算による２３年度 ３２３，６４４ ８４８，７６８ １，１７２，４１２

差引増減 △５１，１２８ ３０２，３７２ ２５１，２４４

（措置の内容）

１ 生活保護費戻入金については、生活保護費返還金納付計画に基づく

適期収入が図られるよう、滞納者に対し、督促状・催告書の送付や臨

戸訪問による納入指導に努めた。

しかしながら、滞納者は生活保護受給者や低額の年金受給者である

ため、計画通りの返還が困難となり、平成２５年度の収入未済額は３１４，５０５

円となったことから、今後も粘り強く返還指導を行い、滞納繰越額の

縮減に努めるとともに、新たに戻入が発生した場合は納期限内の収入

確保に努めてまいりたい。

２ 母子寡婦福祉資金特別会計の貸付金償還金については、貸付申請時

に母子自立支援員が制度を十分説明し、適正な償還計画を作成するよ

う指導するとともに、償還開始直前には、借受者に償還が始まること

を連絡するなど、適期収入に努めた。

また、償還が滞った者には、督促状の送付、滞納状況に関する通知

及び借主（連帯借主）への電話、臨戸訪問による償還指導を行うとと

もに、連帯保証人に対しても借主に対する返済の働き掛けや連帯保証

人自身からの償還を依頼するなど、納入指導に努めた。

その結果、前年度からの滞納繰越分２８，６１５，４６９円のうち、３，７１６，２９０

円が納入された。

しかしながら、償還者の就職難や疾病などによる経済状況の悪化に

より償還が困難となるものが多く、平成２５年度償還分１０，５９５，１６４円が

未収となったため、平成２５年度末の収入未済額は３５，４９４，３４３円となっ

たことから、今後とも、借主の生活状況に応じた適切な償還指導を粘

り強く行い、納期限内の収入確保と滞納繰越額の縮減に努めてまいり

たい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局 建 設 部 平成２５年７月９日

（監査の結果）

１ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２４年度 １，７６８，５００ ６，２１８，３００ ７，９８６，８００

金額は各年度
の決算による２３年度 ５，９８０，５００ ５，５１９，９００ １１，５００，４００

差引増減 △４，２１２，０００ ６９８，４００ △３，５１３，６００

２ 収入未済の前払金余剰額に対する利息（工事請負契約の解除に伴う

もの。）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備考

１９年度 １者 １１５，６８８ 平成２４年度決
算による

（措置の内容）

１ 県営住宅貸付料は、平成２４年度末時点で７，９８６，８００円の収入未済で

あったが、滞納者や保証人に対し、督促状の送付、呼出し、訪問等を

行い納付指導に努めた結果、繰越金の２２．３６％、１，７８６，２００円の納付が

あった。

なお、平成２５年度において１，６１２，３００円が新たに未収となったこと

から、平成２５年度末現在の収入未済額は７，８１２，９００円となっている。

なお、悪質な長期滞納者に対しては、明渡し請求の訴訟も提起するこ

ととしている。

今後とも住宅貸付料の納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納

繰越額の回収に努めたい。

２ 平成１９年度に発注した急砂第２－１号の３急傾斜地崩壊対策工事に

ついては、元請業者であるＡ社が事実上倒産したことから、平成１９年

１２月３日付けで契約を解除し、前金払還付金として、４，２１０，０００円が

保証事業会社から入金された。この額に対する利息１１５，６８８円を、元

請業者であるＡ社に請求するも、いまだ納付されていない。

同社は、経営不振により経営破綻し、社長は、平成１９年１２月末頃か

ら、商業登記を残したまま所在不明となっている。このため、商業登

記簿調査、住民票調査、臨戸、建設業界知人からの聞き取り調査など

を行い、所在を捜索しているところである。

平成２５年度においても戸籍・住民票調査などを重ね、関係者への照

会及び現地調査をするも、本人と接触できず所在地の確認には至って

いない。

今後とも、粘り強く調査を継続し、関係機関と連絡を取りながら、

適切な債権管理に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局 今 治 土 木 事 務 所 平成２５年７月１０日

（監査の結果）

１ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。
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区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２４年度 ５５０，５００ ３，４５６，６００ ４，００７，１００

金額は各年度
の決算による２３年度 ６１６，３００ ３，５８０，４００ ４，１９６，７００

差引増減 △６５，８００ △１２３，８００ △１８９，６００

（措置の内容）

１ 平成２４年度末時点で、４，００７，１００円（３８名）の収入未済額があり、

納入促進対策として、滞納者に対し、定期的に戸別訪問などによる納

入督促を行い、滞納繰越金の約１３．７％、５４９，８００円（１８名）の納入が

あった。また、債権回収業者から管理継続不能として返却された債権

のうち、消滅時効（５年）が成立した債権８４，０００円については不納欠

損処理を行ったが、平成２５年度現年度分の収入未済額が４４８，５００円と

なったことから、平成２５年度末現在の収入未済額は、前年度に比べ１８５，３００

円減の３，８２１，８００円となった。

今後とも、引き続き納入督促を行い、滞納整理を図ってまいりたい。

なお、長期滞納者については、督促状の発送、訪問、電話、呼出し

などでの催告、連帯保証人への協力依頼などにより、強力に納入指導

を実施しているが、悪質な長期滞納者に対しては、住宅の明渡しを請

求し、訴訟を提起することとしている。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局 建 設 部 平成２５年７月２４日

（監査の結果）

１ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２４年度 ７，７３５，３０７ ４７，４５５，８７０ ５５，１９１，１７７

金額は各年度
の決算による２３年度 ９，０５０，６００ ４６，４０８，６７０ ５５，４５９，２７０

差引増減 △１，３１５，２９３ １，０４７，２００ △２６８，０９３

２ 収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備考

１９年度 １者 ５８，０００ 平成２４年度決
算による

３ 収入未済の前払金余剰額に対する利息（工事請負契約の解除に伴う

もの。）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備考

２１年度及び
２２年度 ２者 ８３，０４４ 平成２４年度決

算による

４ 収入未済の道路占用料（過小徴収金に伴うもの。）について、適切

に債権管理されたい。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備考

２３年度 １者 ５４０ 平成２４年度決
算による

（措置の内容）

１ 県営住宅貸付料については、平成２４年度末時点で５５，１９１，１７７円の収

入未済額があった。滞納者及び保証人に対し、督促状の送付、呼出

し、訪問などを行い、納付指導に努めた結果、２１，７０８，８１０円（不納

欠損額２１，０２６，６１０円を除いた実質減少額６８２，２００円）減少し、平成２５

年度末現在の収入未済額は、３３，４８２，３６７円となった。

今後とも、住宅貸付料の納期限内の収入確保に努めるとともに、滞

納繰越分の回収に努めたい。

２ 収入未済額は、毎月の継続納付により、平成２５年７月１８日の納付で

完済となった。

３ 平成２１年度延滞利息の納入義務者であるＢ社は、契約工期内に代表

者の所在が不明となり、所在不明のまま、平成２１年９月１１日工事請負

契約を解除した。その後、平成２３年４月末、代表者の所在が判明した

ため、平成２３年５月２４日督促、平成２３年１１月１７日文書催告、平成２４年

３月１５日訪問催告、平成２４年１１月３０日、平成２５年３月１９日に文書催告、

平成２５年度は９月１７日、平成２６年３月５日に文書催告を実施したが、

債権回収には至っていない。

平成２２年度延滞利息の納入義務者であるＣ社は、平成２３年８月１１日

に破産手続開始となったが、平成２４年１月１２日、債権者集会において

破産管財人から「破産手続の費用を支弁するのに不足している。」と

の説明があった。

なお、同社は、平成２４年２月７日に破産手続廃止の決定確定、同８

日付けで破産手続廃止の決定確定の登記がなされ、即日、商業登記簿

が閉鎖された。

今後も、平成２３年４月に作成された愛媛県債権管理マニュアルに基

づき、適切な債権管理を行いたい。

４ 収入未済金については、平成２６年１月２７日の納付で完済となった。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 健 康 福 祉 環 境 部 平成２５年７月１６日
平成２５年７月２６日

（監査の結果）

１ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２４年度 ２，０１５，９９３ ８，２００，４４６ １０，２１６，４３９

金額は各年度
の決算による２３年度 １，６３６，５１４ ７，０５７，７５１ ８，６９４，２６５

差引増減 ３７９，４７９ １，１４２，６９５ １，５２２，１７４

（地域福祉課）

２ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子・寡婦福祉資金貸付金償還

金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、より一層

努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２４年度 ５，２６２，４９３ １０，４５７，６０７ １５，７２０，１００

金額は各年度
の決算による２３年度 ４，３３２，８３９ ７，５３９，６５２ １１，８７２，４９１

差引増減 ９２９，６５４ ２，９１７，９５５ ３，８４７，６０９

（地域福祉課）

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２４年度 ３１９，１１４ １，９７５，２５３ ２，２９４，３６７

金額は各年度
の決算による２３年度 ３０１，１９０ １，７９４，１６１ ２，０９５，３５１

差引増減 １７，９２４ １８１，０９２ １９９，０１６

（地域福祉課）

３ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、より一層努められたい。
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区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２４年度 １５９，９６５ ６０４，０００ ７６３，９６５

金額は各年度
の決算による２３年度 １３２，０００ ５４７，０００ ６７９，０００

差引増減 ２７，９６５ ５７，０００ ８４，９６５

（八幡浜支局福祉室）

（措置の内容）

１ 平成２４年度末において、生活保護費戻入金の収入未済額が１０，２１６，４３９

円であったが、納入指導を行った結果、平成２６年３月末までに未納額

が９３０，９３１円（うち３３５，０００円は平成２６年３月２８日不納欠損処理）減額

となり、最終未納額は９，２５８，５０８円となった。

未納者は２８名であり、うち１３名は保護を廃止、残り１５名は保護中で

ある。保護を廃止した１３名のうち１名（収入未済額３３５，０００円）は、

行方不明であることから、随時、出身地町役場への住所地調査や近隣

聞き込みにより所在把握に努めたにもかかわらず判明しなかったため、

平成２６年３月に地方自治法第２３６条に基づき不納欠損処理とした。

保護を廃止した残りの１２名及び保護中の１５名については、継続して

返還指導してまいりたい。

なお、平成２５年度の現年度分の生活保護費戻入金については、次の

とおりとなっている。

２５年度生活保護費戻入金収入状況表

平成２６年５月３１日現在

２５年度調定額 収入済額 収入未済額 収入歩合

１２，１４５，４００円 １１，７１０，５９７円 ４３４，８０３円 ９６．４％

未納者２８名

２ 収入未済額の縮減を図るため、資金の貸付申請時に借主（連帯借主）

に対し、制度の十分な説明と適正な償還計画の指導を行うとともに、

貸付決定時に連帯保証人に対しても、制度の説明と償還指導の依頼通

知を行うほか、償還開始前には借主に対し、口座振替を勧めるなど、

期限内納付の促進に努めた。

また、償還が滞った場合には、借主（連帯借主）に対し督促状の送

付、電話や訪問による積極的な償還指導を行うとともに、連帯保証人

に対しては、借主に対する返済の働き掛けや可能な範囲での支援を要

請するなど、滞納額の縮減に努めた。

その結果、前年度からの滞納繰越額１８，０１４，４６７円は、平成２６年３月

３１日現在で１，９２３，１９５円の償還があり、滞納者９４名中１９名が償還済と

なったほか、３１名からは一部納入を得ることができた。

しかしながら、借主の不安定な雇用状況などから、生活困窮者、多

重債務者など依然として償還困難者が多く、平成２５年度現年度分を加

えた平成２６年５月末現在の償還未済額は、２２，２３６，９８０円（現年度分

６，１４５，７０８円、滞納繰越分１６，０９１，２７２円）となっている。

この貸付金償還金が、本特別会計における貸付金の財源となること

から、今後とも、借主の生活状況に応じたきめ細かな償還指導により、

納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に努めたい。

３ 平成２４年度末において、収入未済額が７６３，９６５円あり、訪問や電話

などによる納入指導を行った結果、平成２６年３月末までに、３名から

５８，０００円納入され、未納額は７０５，９６５円となった。

未納者は５名であり、うち１名は保護中である。

引き続き、未納者に対し粘り強く適切な返還指導を行い、期限内の

収入確保に努めるとともに、滞納繰越額の縮減に努めてまいりたい。

なお、平成２５年度の現年度分生活保護費戻入金については、次のとお

りとなっている。

２５年度生活保護費戻入金収入状況表

平成２６年５月３１日現在

２５年度調定額 収入済額 収入未済額 収入歩合

２，８９７，６５９円 ２，４８８，８８５円 ４０８，７７４円 ８５．９％

未納者７名

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 建 設 部 平成２５年７月２６日

（監査の結果）

住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２４年度 ８０１，０００ １，３０５，８００ ２，１０６，８００

金額は各年度
の決算による２３年度 ７９４，２００ １，３６８，６００ ２，１６２，８００

差引増減 ６，８００ △６２，８００ △５６，０００

（措置の内容）

平成２４年度末現在の県営住宅貸付料収入未済額２，１０６，８００円（１９名）

については、滞納者及び連帯保証人に対し、督促状の送付、呼出し、

訪問など納付指導に努めた結果、平成２５年度中に、１，３３７，４００円（１６

名）の納付があった。（内訳：平成２４年度分７０４，０００円（１４名）、滞

納繰越分６３３，４００円（２名））

この結果、平成２４年度末現在に係る収入未済額は、平成２６年５月末

現在で７６９，４００円（３名）となっている。収入未済額のうち滞納繰越

分（平成１８年度～平成２０年度）６７２，４００円（２名）については、退去

者に係るものであるため、債権回収業者に集金代行業務を委託して

いたが、最終入金日から１年を経過してもなお入金がない債権など、

弁済がないまま管理機関が１年を超えた債権は「事件性・紛争性の

ある債権」として、債権回収会社業界方針により返却されることと

なったため、現在は南予地方局管理課において管理し、督促などを

行っている。

また、平成２４年度分９７，０００円（１名）については入居中滞納者であ

るが、督促状の送付、訪問などにより納付指導を行っているところ

である。

なお、平成２５年度現年分の収入未済額が８０３，５００円（１７名）となっ

たことから、平成２５年度末現在の収入未済額は、１，５７２，９００円（１９名）

となり、前年度と比べ、５３３，９００円の大幅減となった。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 大 洲 土 木 事 務 所 平成２５年７月１６日

（監査の結果）

１ 収入未済の違約金（工事請負契約に伴うもの。）について、適切に

債権管理されたい。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備考

２０年度 １者 ４６，７２５ 平成２４年度決
算による

（措置の内容）

１ 一般債権として請求していたが、一般債権への配当が見込めなくなっ

たことから、平成２２年１２月１日に担当弁護士から破産手続廃止の申立

が行われ、同年１２月１６日に破産手続廃止が決定、平成２３年１月２１日に

確定した。

平成２６年３月１９日に開催された２月定例県議会において、当該債権

の放棄が議決されたので、３月２７日に不納欠損処理を行った。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

教 育 総 務 課 平成２５年８月９日

（監査の結果）

奨学資金特別会計における奨学資金貸付金償還金について、納期限

内の収入確保と収入未済額の縮減に、より一層努められたい。
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区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２４年度 ４６，３９４，０００ ６５，８６０，４００ １１２，２５４，４００

金額は各年度
の決算による２３年度 ３８，１１６，０００ ４３，５５６，４００ ８１，６７２，４００

差引増減 ８，２７８，０００ ２２，３０４，０００ ３０，５８２，０００

（措置の内容）

奨学資金貸付金の償還については、奨学生の新規採用時及び貸与終

了時に、学校長を通じ奨学金制度の趣旨や社会人になってからの奨

学金返還義務などを指導するとともに、卒業後も、新たに返還を開

始する者全員に対し、納入通知書発行に先立ち、文書により納入期

限の厳守を指導している。

また、督促・返還指導などを業務とする「奨学生指導員」（非常勤

嘱託３名）と係員が連携し、未納者本人や連帯保証人などに対する

訪問や電話による返還指導の強化により、収入未済額の縮減に努め

ている。

結果、滞納繰越分は、平成２４年度末現在の未収額１１２，２５４，４００円に

ついて、平成２５年度に２１，３２３，０００円を収納し、平成２６年３月末現在

では９０，９３１，４００円となったが、平成１７年度に旧育英会の高校奨学金

事業が県に移管されたことから、この移管分の返還開始に伴う返還

者の増大などにより、平成２５年度新たに７００件５０，３５８，０００円の未収金

が発生したため、平成２５年度末現在の収入未済額は１４１，２８９，４００円と

なった。

今後は、更にきめ細かな返還指導を徹底し、納期限内の収入確保と

収入未済額の縮減に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

人 権 教 育 課 平成２５年８月１２日

（監査の結果）

地域改善対策高等学校等就学奨励費貸付金償還金について、納期限

内の収入確保と収入未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２４年度 ４８，６６２，４８２ ４１７，１３２，３６０ ４６５，７９４，８４２

金額は各年度
の決算による２３年度 ５１，１９４，３９５ ３７８，７７９，７６７ ４２９，９７４，１６２

差引増減 △２，５３１，９１３ ３８，３５２，５９３ ３５，８２０，６８０

（措置の内容）

平成２５年度における地域改善対策高等学校等就学奨励費貸付金償還

金については、１１３，１１４，６００円の調定額に対し、収納額６４，４４０，０２６円

となっており、収納率は５７．０％であった。

滞納繰越分については、償還金の未納者に対して、督促状の発行や

各種通知文に未納額を掲載して納入を促すとともに、県担当者が奨

学生であった者やその保護者と面談するなどして返還指導を実施し

た結果、平成２５年度中に１３，４５７，５１８円を収納し、平成２６年３月末現

在では４５１，６７５，６２９円となったが、新たに平成２５年度の未収金４８，６７４，５７４

円が発生したことから、平成２５年度末の収入未済額は５００，３５０，２０３円

となっている。

平成２３年度からは、すべての未納対象者に対し「未納状況通知書」

を送付することで、さらに返還を促すとともに、平成２５年度からは

奨学生指導員を１名配置し、市町担当者と連携を図りながら、年間

を通して係全員体制で面接指導を行うなど、より効果的な運用を図っ

ている。

今後は、さらにきめ細やかな返還指導を徹底し、債務者の返還意識

を高揚させることで、納期内収入の確保と収入未済額の縮減に一層

努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

警 察 本 部 平成２５年９月２日

（監査の結果）

１ 放置違反金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２４年度 ２，９３７，０００ １０，８９８，７６３ １３，８３５，７６３

金額は各年度
の決算による２３年度 ５，１１５，０００ １３，０３９，７６３ １８，１５４，７６３

差引増減 △２，１７８，０００ △２，１４１，０００ △４，３１９，０００

２ 延滞金（放置違反金に伴うもの。）について、納期限内の収入確保

と収入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２４年度 ６００，９００ ２，３３０，４００ ２，９３１，３００

金額は各年度
の決算による２３年度 １，３２９，３００ ２，１６２，０００ ３，４９１，３００

差引増減 △７２８，４００ １６８，４００ △５６０，０００

３ 収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備考

１７年度及び
１９年度 ２者 ８０９，０００ 平成２４年度決

算による

４ 職員の不注意により警察車両による事故が発生（５件）し、当該車

両及び相手車両等の毀損があった。

（措置の内容）

１ 放置違反金については、滞納者宅訪問による催促、電話による催促、

催告状による催促のほか、預金口座・生命保険差押えなどを積極的

に実施し、平成２４年度末未済額１３，８３５，７６３円（９１１件）が、平成２５年

度末現在で、８，１２９，３５６円（５４０件）となり、５，７０６，４０７円（３７１件）

減少した。現年度分の収入未済額を含めても、１０，０８０，３５６円（６６７件）

となり、３，７５５，４０７円（２４４件）減少している。

今後も滞納者宅への訪問催促、所在不明者の追跡調査を行い、滞納

処分や任意納付のための催告などを積極的に実施し、収入未済額の

減少に努めたい。

２ 放置違反金に係る延滞金については、滞納者宅訪問による催促、電

話による催促、催告状による催促のほか、預金口座・生命保険差押

えなどを積極的に実施し、平成２４年度末の収入未済額２，９３１，３００円

（６６３件）が、平成２５年度末現在で１，７０２，７００円（３５６件）となり、１，２２８，６００

円（３０７件）減少した。現年度分の収入未済額を含めても、２，２１２，８００

円（４５４件）となり、７１８，５００円（２０９件）減少している。

今後も滞納者宅への訪問催促、所在不明者の追跡調査を行い、滞納

処分や任意納付のための催告などを積極的に実施し、収入未済額の

減少に努めたい。

３ 損害弁償金の未収金のうち、平成１７年度調定分（収入未済額４２４，０００

円）については、督促状により納入を促していたものの、納入がな

いまま所在不明となり、その後、債務者の所在確認ができたため、

納入通知書を再発行して納入を求めた結果、平成２３年度に一部納入

があった。しかし、その後は納入がないことから、債務者を追跡調

査した結果、刑務所に服役中であることが判明した。

このため、平成２５年６月に納入通知書を再発行し、速やかな入金を

促す文書とともに刑務所に送付したところ、服役中の債務者より支

払方法について照会があり、平成２５年８月に回答している。現在も

服役中のため、早期納入は困難であるが、引き続き納入義務者に関

する情報収集に努めるなどにより、納入の確保を図っていくことと

したい。
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平成１９年度調定分（収入未済額３８５，０００円）については、債務者と

面談して納入意思を確認しているものの、債務者は生活に困窮し生

活保護等を受けている状況であり、平成２４年８月以降損害賠償金を

納付できる状況でないことから、今後も連絡を取りつつ可能な限り

早期の回収に努めたい。

４ 県警においては、交通事故の実態を踏まえ、３つの施策を重点に職

員の交通事故防止に取り組んでいる。

� 一つは、「事故防止に対する意識付けの徹底」である。

具体的には、

○ 朝礼等における職員による体験発表形式による注意喚起

○ 幹部立会による確実かつ綿密な運行前車両点検、整備の実施

○ 随時監察や各種会議等における幹部教養の実施

などを繰り返し、全職員に対する事故防止意識の醸成と浸透の徹底

を図っている。

� 二つは、「運転技能訓練の強化」である。

運転技能未熟な若年警察職員の交通事故を防止するため、

○ 各署に配属される前の警察学校初任科生を対象に、二輪車運転

技能訓練

○ 警察署における自動車教習所などを利用した運転技能訓練

○ 警察署安全運転訓練指導者を対象とした運転技能講習・訓練

を行い、職員全体の運転技能の向上を図っている。

� 三つは、「交通事故当事者に対する再発防止対策」である。

公用・私用を問わず、交通事故を惹起した職員に対し、

○ 運転適性検査の再実施

○ 実技指導の再実施

○ 本部主管課幹部による現地指導

などを実施し、再発防止対策を推進している。

その他、機動的な車両を多数整備されていることの意義・重要性や

警察職員の交通事故は、県民の期待と信頼を失墜すること及びその結

果が警察業務に与える影響などを理解させる教養などを継続的に行い、

交通事故防止の徹底を図っているところである。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

新 居 浜 警 察 署 平成２５年２月６日

（監査の結果）

職員の不注意により警察車両による交通事故が発生（７件）し、当

該車両の毀損があった。

（措置の内容）

職員による警察車両による交通事故防止について、次の施策を実施

している。

１ 公用車の整備点検

毎日、朝礼終了後、幹部立会のもと、全車両始業点検を実施し、異

常の有無を確認するとともに、随時、目視点検を実施し、公用車両

管理の徹底に努めている。

２ 交通事故防止意識の高揚

○ 朝礼、幹部会議及び定例研修会等、様々な機会をとらえ、署員に

よる一口講話や幹部による指導教養を行い、交通事故防止の徹底を

図っている。

○ 朝礼時に、署教養資料「銅山峰」の各種事故防止５則（交通事故

防止の運転５則等）を全署員が唱和し、車両運転時の遵守事項の意

識付けを行っている。

○ 緊急走行での交差点進入時の徐行、安全確認及び後退時における

誘導員の配置などを指導している。

○ 全署員に、随時、教養資料「銅山峰」及び「国領」を電子回覧し、

全国で問題となった交通事故に関する情報を配布し、事故防止の意

識付けを徹底している。

３ 運転技能訓練等の実施

○ 若手職員の運転技能向上のため、警察本部から講師を招き、市内

の自動車教習所のコースを借りて、安全運転概論の講義と実技訓練

を実施した。

○ 若手職員の運転技能向上のため、署長、副署長立会のもと、交通

課長、地域課長等を指導員として、当署駐車場に走行コースを設定

し、運転時の車両の動静、車両感覚を体験する運転訓練を実施し、

運転技術の向上に努めている。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

今 治 警 察 署 平成２５年２月１２日

（監査の結果）

収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備考

１８年度、
２４年度 １者 ７９９，９３１ 平成２４年度決

算による

（措置の内容）

平成１８年度発生の警察車両２台に対する損害の弁償金であり、債務

者から服役中に支払誓約書を徴収し、時効を中断させたが、平成２３年

４月に仮釈放となってから所在不明となっていた。

平成２５年１月に所在が判明し、１０，０００円の分割納付があり、その際、

支払誓約書を徴収した。

今後も継続して支払催促を行い、早期の収納に努める。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

松 山 東 警 察 署 平成２５年２月１２日

（監査の結果）

職員の不注意により警察車両による事故が発生（８件）し、相手方

への被害並びに当該車両及び相手方の車両の毀損があった。

（措置の内容）

職員による警察車両の交通事故防止については、次の施策を実施し

ている。

１ 指導教養の徹底

朝礼、幹部会議等において、職員の交通事故発生状況、事故形態分

析による再発防止を含めた交通事故防止教養を継続実施している。

２ 交通事故防止意識の高揚

全職員を対象とした署独自の「無事故・無違反コンテスト」、「小

集団検討会」を実施し、職員一人一人の事故防止意識の高揚に努めて

いる。

朝礼においては職員による交通事故防止に関する一口講話、全員に

よる車両運転時の遵守事項の唱和を行っている。

３ 公用車の整備点検

朝礼終了後、全車両の始業前点検、随時の目視点検を実施し、適正

な公用車管理の徹底を図っている。

４ その他

新任警察職員に対する運転技能訓練の強化を図っている。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

松 山 西 警 察 署 平成２５年２月６日

（監査の結果）

職員の不注意により警察車両による事故が発生（５件）し、当該車

両及び相手方の車両の毀損があった。

（監査の結果）

１ 署安全運転推進委員会の開催 ～署員の交通事故防止対策～

２ 交通安全防止訓練の開催

３ 若手警察官に対する四輪・二輪車実技訓練及び効果測定の実施

４ 交通事故防止教養の実施

５ 執務資料「高縄山」の配布

６ 幹部による朝礼時教養
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７ 地域警察官（若手警察官）の二輪訓練

上記施策を継続的に実施し、職員の交通事故防止意識の高揚を図り、

警察職員としての自覚を持たせ交通事故の絶無に万全を期している。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

宇 和 島 警 察 署 平成２５年２月６日

（監査の結果）

収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備考

２３年度 １者 ３２５，０００ 平成２４年度決
算による

（措置の内容）

公務執行妨害並びに道路交通法違反事件に係る公有財産（公用車両）

損害弁償金の未収入金であり、債務者に対し納入通知、督促、電話に

よる支払催促を頻繁に行っている。

債務者は、損害弁償金を数回に分けて現金書留で送金してきている。

今後も電話等により継続して支払催促を行い、早期の収納に努めるこ

ととする。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

公 営 企 業 管 理 局

総 務 課 平成２５年６月１２日

発 電 工 水 課 〃

県 立 病 院 課 〃

松 山 発 電 工 水 管 理 事 務 所 平成２５年６月１１日

今治地区工業用水道管理事務所 〃

西条地区工業用水道管理事務所 平成２５年６月７日

中 央 病 院 平成２５年６月１２日

今 治 病 院 平成２５年６月１１日

南 宇 和 病 院 平成２５年６月７日

新 居 浜 病 院 〃

（監査の結果）

１ 工業用水道事業

� 今治地区工業用水道事業については、給水能力に見合う契約給水

量の確保により経営成績自体は安定している。

しかしながら、実績給水率（契約給水量に対する実績給水量の比

率）は上昇傾向にはあるものの、依然として低調であることから、

給水契約の維持や新規需要の開拓など、事業の安定を持続させるた

めの取組が望まれる。

また、西条地区工業用水道事業については、前年度を上回る純利

益を計上したものの、長期借入金と企業債を合わせると ２２６億円

の借入残高があるなど、依然として厳しい財政状態にあることから、

引き続き企業立地の促進等による新規需要の開拓等に努力を払われ

たい。

附帯事業（土地造成事業）については、当年度の売却実績はなく、

依然として未処分地約１２万㎡を有しており、今後とも早期売却等に

努められたい。

� 営業未収金（納期到来分）について、早期回収に、引き続き努め

られたい。

（平成２５年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

西条地区工業用水道
給水料金 １，０１７，４１５ ０ １，０１７，４１５

今治地区工業用水道
給水料金 １，６１３，１７８ ０ １，６１３，１７８

計 ２，６３０，５９３ ０ ２，６３０，５９３

２ 病院事業

� 経営成績について、当年度の純利益は、前年度を３億９，９４８万円

上回る１９億２，７６０万円を計上しており、三島病院の譲渡のほか、新

居浜病院及び中央病院の７対１看護体制や、中央病院のＤＰＣ（診

断群分類包括評価）制度の導入など、第３次財政健全化計画に基づ

く各種施策に取り組んだ成果が見られるところである。

しかしながら、累積欠損金は１８３億円余にのぼり、一般会計等か

らの長期借入金１０５億円及び企業債の借入残高３４２億円と合わせ依然

として厳しい財政状態が続いており、引き続き経営健全化に取り組

まれたい。

� 個人医業未収金（納期到来分）について、早期回収に、一層努め

られたい。

（平成２５年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

中央病院 ２９８，９５２，９５０ ５７，３１５，６０３ ３５６，２６８，５５３

今治病院 ５４，０５９，８９１ １７，５６０，２６２ ７１，６２０，１５３

南宇和病院 ３６，４６１，３０８ ４，５８４，９００ ４１，０４６，２０８

新居浜病院 ４９，１７９，８５６ １１，９３８，９２８ ６１，１１８，７８４

計 ４３８，６５４，００５ ９１，３９９，６９３ ５３０，０５３，６９８

� 医業外未収金（納期到来分）について、早期回収に、引き続き努

められたい。

（平成２５年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

中央病院 １，２５７，４６２ ２，１３８，７１０ ３，３９６，１７２

今治病院 １３６，５４０ ７６，９３０ ２１３，４７０

南宇和病院 １１４，５７０ ８，６７０ １２３，２４０

新居浜病院 ２０５，２９０ １２２，１５７ ３２７，４４７

計 １，７１３，８６２ ２，３４６，４６７ ４，０６０，３２９

� 廃止された三島病院及び北宇和病院に係る個人医業未収金及び医

業外未収金について、早期回収に、引き続き努められたい。

（平成２５年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

旧三島病院 ２１，６６２，６９５ ６９，５３０ ２１，７３２，２２５

旧北宇和病院 ６，３７２，４２０ ８９７，３７３ ７，２６９，７９３

計 ２８，０３５，１１５ ９６６，９０３ ２９，００２，０１８

（措置の内容）

１ 工業用水道事業

� 今治地区工業用水道事業については、主要な施設を共有している

今治市と、上水道事業との連携による経営改善方策について協議を

行うとともに、あらゆる角度から経営改善に積極的に取り組むこと

としている。

西条地区工業用水道事業については、経営基盤の安定化を図るた

め、「西条地区工業用水売水促進班」の活動を通じ、引き続き工業

用水の需要拡大に努めているところである。

附帯事業（土地造成事業）については、職員が東予インダストリ

アルパークの名刺を活用してＰＲ活動を行ったり、問合せのあった

企業に対し、訪問等による営業活動を行ったが、２５年度の分譲実績

はなかった。

しかしながら、現在も複数の企業から問合せが入っている状況で

あり、早期の分譲に向け、今後も粘り強く営業活動を続けて参りた

い。

� 西条地区工業用水道事業の給水料金未収金（納期到来分平成２４年

度末現在１，０１７，４１５円）の滞納企業１社からは「支払計画書」を徴

し、業績等を聴取しながら計画書に則して分割払いにより回収を続

けており、今後も納入指導を継続し、計画どおりの回収に努めたい。
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今治地区工業用水道事業の給水料金未収金（納期到来分平成２４年

度末現在１，６１３，１７８円）については、料金徴収事務を委託している

今治市と今後の対応について協議を行ったが、具体的な方策を見出

すことができず、未収金の回収には至っていない。

今後とも、工業用水道料金の適期収入に留意するとともに、未収

金の早期回収に努めたい。

（平成２６年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

平成２５年３月
３１日現在の未
収金

西条地区工
業用水道給
水料金

８４４，１１９ ０ ８４４，１１９ １，０１７，４１５

今治地区工
業用水道給
水料金

１，６１３，１７８ ０ １，６１３，１７８ １，６１３，１７８

計 ２，４５７，２９７ ０ ２，４５７，２９７ ２，６３０，５９３

２ 病院事業

� 県立病院では、７対１看護体制やＤＰＣ制度の導入など、病院職

員と本局職員が一体となって経営健全化に取り組んでおり、今後も

一層の累積欠損金の縮減に取り組みたい。

� 平成２５年度は、「愛媛県病院事業未収金取扱要領」に基づき、病

院の各部門が連携して、未収金の発生防止・早期督促に注力したほ

か、弁護士法人への早期回収委託などにより効率的に督促を行い、

回収に努めた。

また、時効が到来し、実質的に回収不能となった債権について、

平成２６年２月議会において権利放棄の議決を受け、不納欠損処理を

行った。

今後は、少額、多数の債権が発生する現状や生活困窮者が多いこ

とを踏まえ、採算性に見合った効率的な回収対策を実施していく方

針であるが、一方で、支払能力がありながら支払又は支払計画の提

示がない悪質な未納者に対しては、法的措置も視野に入れた対応を

進めるなど、効率的かつ効果的な回収対策を実施し、早期回収に一

層努めたい。

（平成２６年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

平成２５年３月
３１日現在の未
収金

中央病院 ２９９，６１８，８１８ ５３，６４９，８９６ ３５３，２６８，７１４ ３５６，２６８，５５３

今治病院 ４４，６５０，６５７ １４，８８１，３４６ ５９，５３２，００３ ７１，６２０，１５３

南宇和病院 ３２，３１７，２９８ ２，６９５，６２０ ３５，０１２，９１８ ４１，０４６，２０８

新居浜病院 ４８，５４３，０５２ １２，０８７，６０８ ６０，６３０，６６０ ６１，１１８，７８４

計 ４２５，１２９，８２５ ８３，３１４，４７０ ５０８，４４４，２９５ ５３０，０５３，６９８

� 医業外未収金についても、個人医業未収金と同様に、効率的かつ

効果的な回収対策の強化を図っているところであり、今後とも、未

収金の発生防止と早期回収に一層努力したい。

（平成２６年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

平成２５年３月
３１日現在の未
収金

中央病院 １，２５０，１２０ ６４０，５９０ １，８９０，７１０ ３，３９６，１７２

今治病院 １２１，７２０ １２５，７９１ ２４７，５１１ ２１３，４７０

南宇和病院 ９９，５９０ ６，１２０ １０５，７１０ １２３，２４０

新居浜病院 ２３４，００９ １２４，５９０ ３５８，５９９ ３２７，４４７

計 １，７０５，４３９ ８９７，０９１ ２，６０２，５３０ ４，０６０，３２９

� 三島病院、北宇和病院については、支払がない債務者について電

話及び文書による催告を行うなど早期回収に努めるとともに、実質

的に回収不能となった債権について、平成２６年２月議会において権

利放棄の議決を受け、不納欠損処理を行った。今後も、引き続き未

収金削減に努力したい。

旧三島病院 （平成２６年３月３１日現在 単位：円）

区 分 未収金 平成２５年３月３１日
現在の未収金

個人医業未収金 １９，７３０，４６４ ２１，６６２，６９５

医業外未収金 ６８，２１０ ６９，５３０

計 １９，７９８，６７４ ２１，７３２，２２５

旧北宇和病院 （平成２６年３月３１日現在 単位：円）

区 分 未収金 平成２５年３月３１日
現在の未収金

個人医業未収金 ６，００６，３７０ ６，３７２，４２０

医業外未収金 ８９１，７６３ ８９７，３７３

計 ６，８９８，１３３ ７，２６９，７９３

平成２６年９月９日 発行
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